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研究要旨 （全国がんセンター協議会からの検討） 

本研究の主目的である「国、国立がん研究センター、関連学会等との連携による正しい

がん情報の作成と提供」に関して、全国がんセンター協議会（全がん協）の立場から、昨

年度に引き続き検討を行った。全がん協では、がん情報サービスのコンテンツ作成に協力

した経緯があるが、がん情報サービスのシステム更新も関係して連携は中断していた。昨

年度は、国立がん研究センターと全がん協の連携として、国立がん研究センターがん対策

情報センター（NCC-CIS）におけるがん情報編集委員会やがん情報作成委員会に分担研究者

として参画を開始したが、今年度も実際のコンテンツ内容の審議などに加わりながら、作

成・編集の全過程に協力した。今後、コンテンツ作成など、全がん協とがん情報サービス

との連携に関しての協力体制を確立していくために、全がん協内の事務局機能の必要性な

どの提案を行った。 

A． 研究目的 
本研究班で確立を目指しているがん情報提供に関

するオールジャパンコンソーシアム成立の前提の一

つである「コンテンツ作成協力者の在り方」を明確

にする。特に、正しいがん情報の作成と提供に関す

る NCC-CIS と全がん協との連携体制の構築を目指

す。

B． 研究方法 
1. 全がん協としての立場で、NCC-CIS がん情報

編集委員会およびその前段階であるがん情報作

成委員会に参画し、実際の作業工程に関与す

る。

2. その過程を通じて、がん情報サービスのコンテ

ンツ作成の運用過程を理解し、全がん協の効果

的なかかわり方や参加枠組みの在り方を検討す

る。

（倫理面への配慮）

本研究における情報の分析・調査については、原則

として匿名化したデータを扱うため、個人情報保護

上は特に問題は発生しないと考える。

C． 研究結果 
1. NCC-CIS がん情報編集委員会に外部委員とし

て参加し、実際のコンテンツの修正や査読に継

続的に協力した。

2. がん情報サービスのコンテンツ作成・編集過程

の問題点に関して、昨年度に行った提案を参考

にして改善された活動に引き続き参画しなが

ら、その有効性や更なる問題点などの議論を行

った。

3. さらに、編集委員会の前段階であるがん情報作

成委員会にも外部委員として参加することで、

コンテンツ編集のあり方や枠組みなどへの提言

を継続的に行ってきた。

4. 全がん協としての関与のあり方に関する議論を

行い、全がん協側にも何等かの事務局機能が必

要であるという点について、全がん協施設長会

で提案を行った。さらには、NCC-CIS 側から

の受動的活動だけではなく、能動的・継続的な

関りの可能性についても議論を行った。

D．考察 
昨年度は、がん情報サービスのコンテンツ作成・

編集過程の理解と改善点について提案を行ったが、

NCC-CIS によりそれに対応した変更がなされた。

本年度は、本過程に継続的に参画して、種々の意見

を述べながら更なる改善の必要性などを検討した。

がん情報サービスのシステム更新のために中断して

いた、全がん協によるコンテンツ作成への協力の再

開を全がん協施設長会で検討し、その意義について

は理解を得た。しかしながら、その協力体制を継続

的・効率的に行っていくためには、がん情報サービ

スの事務局機能の強化が重要であり、同様に全がん
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協側も体制作りが必要になると予想される。この点

を全がん協として議論し、全がん協側にも事務局機

能を持つ必要性が認識されたものの、全がん協は任

意団体であり、事務局費用の負担などについてコン

センサスが得られておらず、まだ実現には至ってい

ない。 
本研究班における活動を通じて、国立がん研究セ

ンターと全がん協の連携体制を確立することは、が

ん対策推進基本計画で明記されている「国、国立が

ん研究センター、関連学会等との連携による正しい

がん情報の作成と提供」のためのオールジャパンコ

ンソーシアム実現の大きなステップになりうる。ま

た、他の団体の参加のテンプレートともなりうるか

もしれない。 
まずは、全がん協としては、NCC-CIS から協力

依頼をかけてもらうのが必要ではあるが、全がん協

としては受け身ばかりでなく積極的参画をするとい

うムーブメントを起こすことが、持続可能なシステ

ム構築には要求されると思われる。そのためには、

参画することのモチベーションやインセンティブに

ついての具体的な提示をすることが、がん情報サー

ビス側にも全がん協側にも求められる。 
 

E．結論 
国民に正しいがん情報を提供するためのシステム

構築を目指して、NCC-CIS と全がん協の連携体制

のあり方を検討し、一定の進歩は見ることができ

た。今後も、実際のコンテンツ作成への協力を継続

しながら、種々の問題点を解決して、連携体制の意

義を両者で共通認識する活動を行う予定である。 
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